
開放型コモンズと閉鎖型コモンズにみる重層的資源管理

持続可能な自然資源管理・利用の重要性が

高まりつつあるなかで，コモンズの持つ役割

に期待が集まっている(室田編，2009). コ

モンズという言葉の定義については様々な議

論が存在するが，本稿では，自然資源を共同

で管理・利用する制度とその対象となる資源

そのもの，という意味で用いる.したがって，

イングランドやウエールズに歴史上，そして

今も存続するコモン (common)のみを指す

言葉としてコモンズを用いるのではなく，日

本における入会，スイスにおけるアルプ，東

インド諸島におけるサシ等，世界各地の諸制

度を含む言葉として用いる.こうした意味で

のコモンズの研究は世界的に展開しており

(Ostrom， 1990)，特に途上国開発の分野で活

発に議論がなされてきた.

しかし，現代の先進工業国におけるコモン

ズを議論するうえでは，外部から完全に孤立

したコモンズを想定することは非現実的であ

り，外部の様々な利害関係者の関わりをどの

程度認めるのかという問題が，資源管理にお

けるコモンズの役割を論じるうえで重要とな

ってくる(井上， 2009;三俣・森元・室田編，

2008) .本稿では，こうした点を論じるため

に，閉鎖型コモンズと開放型コモンズという

概念を導入する.

本稿では，閉鎖型コモンズを，資源の管

理・利用にあたり地縁を基にした厳格なメン

バーシップとルールを備えるコモンズ，を意

味する言葉として用いる.日本の入会制度 1)

がその一例である.他方，開放型コモンズと

は，資源の管理・利用にあたりそのような厳

格なメンバーシップやルールを備えていない

コモンズを指し，オープンアクセスに近いコ

モンズであるといえる 2)

ノルウェーには，開放型コモンズとしての

万人権 (allemannsrett3)) の制度と閉鎖型

コモンズとしての固有地コモンズ (statsall-

menning) ，集落有地コモンズ (bygdeall-

menning 4)) ，農家共有地コモンズ (real-

sameie 5)) の制度が存在する 6) ノルウェー

では，他人に損害を与えないという条件のも

と，他人が所有する土地に自由に立ち入り，

自然環境を享受する権利が慣習的に認められ

ており，それを本稿では日本語で万人権と呼

ぶ.また，日本の入会制度と全く同じではな

いものの，それに近い仕組みが閉鎖型コモン

ズとして存在する.こうした様々な形態の自

然資源の利用権は，土地の所有権とは別に設

定されており， 1つの土地の上に，その所有

権とは別の権利が重層的に張り巡らされてい

る.

日本では，北欧諸国の万人権について論じ

たものは存在するが7)，閉鎖型コモンズにつ

いて論じたものは著者の知る限り存在しな

い.また，海外においても，開放型コモンズ

としての万人権と閉鎖型コモンズを個々に論

じた研究は存在するが，重層的な自然資源管

理という観点から両者を統合して扱う研究は

まだ行われていない.本稿は，制度的側面に

着目しつつ，ノルウェーの万人権と固有地コ

モンズ，集落有地コモンズ，農家共有地コモ

ンズを事例に，資源管理における開放型コモ
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ンズと閉鎖型コモンズの重層的構造を明らか

にすることを目的とする.

ノルウェーの万人権や閉鎖型コモンズの仕

組みは，ノルウェーの人々と自然との関係が，

長い歴史的経緯の中で慣習として発達してき

たものである.また，自然資源の管理・利用

のあり方は，自然的条件，農林水産業の構造，

そして地域社会の構造に依存している.それ

らは，日本の状況とは異なっている点も多い.

そこで，先ずはそれらの点について整理した

うえで万人権やコモンズの議論を進めること

が重要となる.

38万5199krrl(内本土:32万3802krrl，スヴ

アールバル (Svalbard)諸島 6万1020krrl，
ヤンマイエン (JanMayen)島:377krrl)の

面積を有するノルウェーの国土は，北緯58

~71 度の間に位置し，北緯66度 33分の北極

圏の南限ラインが国土の中を横切っている.

しかし，赤道からノルウェー海に向かつて流

れる暖流の北大西洋海流により，国土が北に

位置している割には，比較的温暖な気候であ

る.ノルウェー国内の気候は，緯度よりも暖

流による影響が大きく，沿岸部においては温

帯に属する西岸海洋性気候が分布し，北極圏

を越えでもなお西岸海洋性気候が続いてい

る.一方，北極圏よりも南に位置する地域で

も，内陸部ではツンドラ気候が分布してい

る.

総人口は， 473万7171人 (2008年現在)で，

総人口の約80%が沿岸部に居住している.さ

らに，都市地域が全国土の約1%，農地が同

3%，経済的に利用可能な森林が同22%とな

っており，残りの70%以上が耕作不能という

自然・地理的条件にある (Norwegian 

Ministry ofForeign Mfairs， 2006). 
18世紀頃まで，ノルウェ一人の約 9割が農

業に従事していた.一般的に，ノルウェーの

土地は，作物栽培に不向きなため，この国の

農業は畜産に依存するところが大きく，閉鎖

型コモンズの多くもこの畜産のための土地利

用制度として発達してきた.畜産以外では，

ノルウェーの南東部，南西部および中央のト

レンネラーグ地方 (Trondelag)に，比較的

平坦で、肥沃な土地がわずかに存在するので，

小麦，大麦，オート麦等の穀物類の栽培が行

われている(松村， 2004). しかし，国土の

大部分が耕作不能という自然・地理的条件に

よって，農業は厳しい環境におかれてきた.

他方で，漁業，林業，鉱業，海運業はその

地理的特徴を活かす形で発達し，経済を牽引

してきた. 17世紀には，木材貿易が主要産業

にまで成長し，製材品が他のヨーロッパ諸国

へ輸出された. 19世紀後半には，イギリスの

経済発展の影響を受けて，ノルウェーは水産

物・木材の輸出を増大させた.そのことは，

ノルウェーの海運業の一層の発展を促した.

そして， 20世紀前半には，木材加工業が競争

力ある産業に成長し， 20世紀半ばまでノルウ

ェー最大の輸出産業となった.こうした林業

及び木材加工業は，閉鎖型コモンズ，特に集

落有地コモンズの主要な運営形態の 1つとな

っている.同時に， 20世紀の前半には，山岳

地帯における水力発電により豊富な電力が得

られるようになったため電力多消費型の金属

工業，化学工業が発達した(ステーネシェ

ン・リーベク， 2005). 

1970年代から北海油田が稼動し始めると，

ノルウェーの石油産業は短期間のうちに圏内

最大の産業に発達する.2007年時点でのノル

ウェーは，原油輸出額世界第 7位，天然ガス

輸出額世界第 3位となっている(総務省統計

研修所， 2009).一方で，就業者人口に占め

る農林業従事者数の割合は，約 9割の人口が

農業に従事したと考えられていた 17~18世

紀から，表1に示されるように， 1900年には

35.1 %， 1950年には20.9%，2000年には2.8%
と激減している.

他方でその聞に都市化が進展し，総人口に

占める人口密集地の居住者数は， 1701年のわ

ずか7.9%から 1801年の 10.0%，1900年の

35.7%，そして 1950年の52.2%，2008年の

78.6%へと大きく変化している(表 1) .こ

うした農林業を取り巻く状況の変化と都市化

の進展は，ノルウェーのコモンズに様々な影

響を与えている.旧来，生業や日常生活での
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表 1 総農地面積，総人口，人口密集地域居住者数，農・林業従事者数等の推移

(1)総農 (2)総人口 (3)人口密 (4)就業者 (5)農業 (6)林業 (3)の(2) (5) (6)の
地面積 集地域居 人口 従事者数 従事者 に占め(%る) (4)に占め

年 (凶) 住者数 数 割合 る割合(%)

1701 504，000 40，000 7.9 
1801 883，603 88，404 10.0 
1900 9，880 2，240，032 800，198 887，440 290，009 21，420 35.7 35.1 
1950 10，447 3，278，546 1，711，628 1，388，144 250，455 39，595 52.2 20.9 
1960 10，135 3，591，234 2，052，634 1，406，358 188，431 31，153 57.2 15.6 
1970 9，227 3，874，133 2，554，913 1，462，159 130，833 11，773 65.9 9.8 
1980 9，358 4，091，132 2，874，990 1，453，783 91，406 5，360 70.3 6.7 
1990 9，941 4，247，546 3，056，194 1，467，546 66，264 7，891 72.0 5.1 
2000 10，436 4，478，497 3，396，382 1，797，676 45，084 4，616 75.8 2.8 
2008 10.241 4.737.171 3，722，_786 78.6 

注)2000年の(4)(5) (6)は2001年の数値で代用している.

出所)Statistics Norway (1994)， Statistics Norway (2001)，および， Statistics Norway (2009)を基
に著者作成

必要性から地域社会の住民に認められていた

万人権が，都市化の進んだ後では，旧来の伝

統を残しつつもレクリエーション的な性格を

より色濃くしたものになりつつあること等が

その一例である.

最後に，ノルウェーの開放型コモンズと閉

鎖型コモンズを理解するうえで重要な土地利

用について述べておきたい. Grimstad and 

Sevatdal (2007) によると，ノルウェーの農

村の土地利用は，耕地，耕地に近い非耕地，

山岳地帯に位置する非耕地，の 3つに大別で

きるという. 1つ目の耕地とは，海・湖・川

等に近い比較的平坦な場所に位置し，穀物や

飼葉の生産を集約的に行う場所である.耕地

は，基本的には私有地であり，開放型コモン

ズ及び閉鎖型コモンズとして資源利用を行う

対象地とはならない.

2つ目の耕地に近い非耕地とは，耕地より

やや緯度が高い場所に位置し，生産性の高い

林業地や良質な放牧地や飼葉の採取地とな

る.基本的には私有地または共有地であり，

万人権の対象になり，集落有地コモンズある

いは農家共有地コモンズの多くがこの場所に

存在する.

3つ目の山岳地帯に位置する非耕地である

が，一般的に森林限界線よりも高い位置に存

在し，夏季放牧や狩猟および漁携，その他の

採集活動の対象地となる.基本的には共有地

または公有地であり，万人権の対象になり，

固有地コモンズの多くがこの場所に存在し，

農家共有地コモンズもしばしばみられる.こ

のように，一般的には耕地から緯度の高い非

耕地に行くにしたがって，所有形態は私有，

共有，公有と変化し，利用形態もより閉鎖的

なものから開放的なものへと変化する.

3.1 万人権の制度的枠組み

ここでまず，開放型コモンズとしてノルウ

ェーの万人権について，具体的な制度的枠組

みの議論から始めたい.ノルウェーでは，他

人に損害を与えない範囲で，他人の所有する

土地に立ち入り自然環境と野外生活を楽しむ

権利が古くから存在する 8)この慣習法上の

権利は， 1957年の野外生活法 (Friluftsloven)

によって，制定法上の権利として認められる

ようになった (Berge，2006).他の関連法と

しては，自然保全法，野生生物法，刑法等が

あり，一般的に，万人権が認められている場

所では，ベリーペキノコ，そして花の採取

が認められている.また， 9月半ばから 4月

半ばまでの間は，薪の採取も認められている

(Norwegian Ministry of Agriculture， 2003). 
以下では，野外生活法を基に万人権の制度

的枠組みを検討する.ノルウェーの野外生活
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法は，先ず第 1条で土地を耕地 (inmark)

と非耕地 (utmark) に分類している.野外

生活法で耕地，あるいは，耕地と同等のもの

と考えられるのは，次のものである.それは，

住居，納屋，畜舎等に固まれた農場構内，家

屋やヒッタ (hytte) 10)周辺の区画，耕作さ

れた田畑，干草用の草地，耕作された牧草地，

低樹齢の植林地，そして，一般の人々の利用

が土地所有者や土地使用者(以下では，土地

所有/使用者)に損害を与える場所，である.

耕作された土地，干草用の草地等に囲まれた

耕作されていない小さな区画，および，その

ような土地とともに柵で囲まれた場所もま

た，耕地と同等のものと考えられる.同じこ

とは，人々の利用が土地所有/使用者，その

他の人々に損害を与えるような，産業目的，

あるいは，その他の特別な目的に用いられる

場所についても適用される.一方，非耕地と

は，耕作されておらず，上記の耕地に該当し

ない土地を指す.野外生活法は，このように

土地を耕地と非耕地に分類した上で，具体的

な利用権をそれぞれに規定している.

同法第 2条は，非耕地の利用を規定してい

る.それによると，敬意と相当な注意が払わ

れることを条件として，万人が，年間を通し

ていつでも，非耕地を通行する権利を与えら

れている.同じことは，非耕地の道路や小道，

そして，耕作されていない全ての山岳地帯に

おける，馬車，荷馬，そり，自転車等での通

行にも適用される.ただし，その場合には，

特定のルートに従った通行を，土地所有/使

用者の同意の下で，自治体が禁止していない

ことが条件となる.

耕地の利用は，第 3条が定めており，地面

が凍結もしくは雪で覆われている時期には，

全ての人が通行または利用する権利が与えら

れている l九しかし，この権利は，農場構内，

家屋やヒッタ周辺の区画，柵で囲まれた庭や

公闇，その他特定の目的のために柵で囲まれ

冬季の人々の利用が土地所有/使用者に深刻

な損害を与えるような場所には，認められな

い.また，その場所が柵で囲まれているかど

うかに拘らず，庭，低樹齢の植林地，秋蒔き

の畑，そして新しく作った牧草地では，例え

そこが凍結または雪で覆われているとして

も，土地所有/使用者は，基本的に通行を禁

止することができる.

自動車や馬車，水上交通や水浴び，ピクニ

ックやキャンプ等さまざまな種類の自然利用

についても同法第4ム7ふ9条において規定さ

れており， rテントは住民の平静をかき乱す

ほど家屋の近くに張ることはできず，どんな

場合にも家屋から 150m以内に張ることはで

きないJ等の様に，万人権による人々の自然

へのアクセスが土地所有/利用者やその他の

人々の迷惑や自然の破壊につながらないよう

に，利用する場所，時期，方法等が細かく規

定されている.ベリー，キノコ等の採取につ

いては，野外生活法そのものは何も規定して

いない.ただし，刑法典は，柵で固まれてい

ない場所であれば採取行為は基本的に刑罰の

対象にはならないと定めている (Norwegian

Ministry of Justice， 2006). 
野外生活法では，万人権が適切に機能する

ために，権利の行使や制限，行政の役割，土

地の閉鎖や買上げ，違反者への罰則等の様々

な制度を設けている.同法第11条は，他人

が所有する土地，あるいは他人の所有する土

地に面した海上を，通行したり時間を過ごし

たりする者は誰でも，所有/使用者あるいは

他の人々に対する損害や迷惑，環境への損害

の原因にならないように十分に注意しなけれ

ばならない，としている.このような義務を

果たさないものに対して，土地所有/使用者

は，損害や迷惑となるような不適切な行為を

行う人を追放する権利を有する，としている.

さらに，万人権の行使によって生じた損害や

迷惑に対する補償については，補償に関する

一般的な法律の規定が適用されると同法第12

条で定めている.

土地所有者による柵や標識の設置，利用料

の徴収については，同法13，14， 15， 16， 40 

条が規定しており，基本的には，法的に認め

られた万人権を侵害するような土地所有者の

行為，すなわち，柵や標識による立ち入りの

排除，あるいは，十分な根拠のない利用料の

徴収を土地所有者が行うことは認められてい

ない.万人権を侵害する場合には，土地所有
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者といえども，その土地を排他的に独占する

ことは認められていない.しかし，過度なア

クセスやそれによる損害等，十分な理由が認

められる場合には，土地所有者が利用料を徴

収したり，立ち入りを制限したり，閉鎖した

りすることも認められている.こうした利用

制限や閉鎖によって，過剰な利用を抑制でき

ない場合，土地の所有者は自治体に対して土

地の買上げを要求できると同法第18条は定

めている.

野外生活法に違反する者への刑罰の手段に

ついては，同法第39条に規定があり，故意

または不注意でこの法律に違反した者，ある

いは違反を帯助した者は，それが他の法律の

より重い刑罰の条項に当てはまるものでない

限り，罰金を支払わなければならない，とし

ている.また，罰金以外に，同法で認められ

ている野外生活を妨げるような非合法な建造

物に関して，同法第40条は，自治体がその

建造の中止および撤去をおこなえると定めて

いる.

3.2 環境政策と万人権

以上のような制度的枠組みを持つ万人権

は，人と自然の関係を保ち，人々の環境問題

への認識を高めるものとして，ノルウェ一政

府も環境政策の重要な項目のーっとして扱っ

てい る.そのことは， r環境白書』

(N orwegian Ministry of the Environment， 

2005) において，全11章のうち 1章を， I野
外生活」に割き，他の章もそれに触れている

ことからもわかる.r環境白書』は，野外生

活に関する政策の国家目標として，次の 4つ

を挙げている. (1)耕作されていない土地

での万人権に基づく野外生活の伝統は，全住

民のあいだで保持されるものとする. (2) 

子供や若者は，野外生活の技術を発展させる

機会が与えられるものとする. (3)野外生

活にとって価値のある場所は，環境に配慮し

た資源利用や通行そして自然資源からの収穫

が促進され，自然資源の基盤が維持されるよ

うに，保全されるものとする. (4)民家，

学校，そして，介護福祉施設の近くでは，安

全で途切れない価値ある緑地を利用し，様々

開放型コモンズと閉鎖型コモンズにみる重層的資源管理

な活動ができることとする.

そして， r環境白書』では，上記の目標を

達成するための政策として，野外生活のため

の法的根拠の強化や，人々が使用する多数の

広大な野外生活のための場所の保持とノルウ

ェー国防軍が利用しなくなった場所での野外

生活の権利の確保等が挙げられている.

環境政策の側面から万人権を論じたものと

してSandell(2006)があるが，それは「民

主主義社会において，効果的な環境政策が長

期的に受け入れられるためには，人々の理解，

動機，そして，インスピレーションが重要に

なってくる.そして，地域への親近感もまた，

環境問題を明確化したり理解したりする，す

なわち環境を認識するうえで，非常に重要に

なってくるであろう.そのような人とエコロ

ジーの文脈から見ると，自然を起源とするレ

クリエーション活動や田舎へのアクセスは，

都市住民が将来的に人と自然の持続可能な関

係に関する知覚，姿勢，そして，活動を発展

させるうえで極めて重要である.J (Sandell， 

2006， p.98) と述べている.

すなわち， Sandell (2006) は，人と自然

とを切り離して自然環境を保護するのではな

く，人と自然が積極的に関わる中から，環境

問題解決の糸口を探ることが重要だとして，

その関わりを生み出す万人権の重要性を指摘

しているのである.こうした点は，ノルウェ

ー政府にも比較的早くから認識されていた.

ノルウェー政府の野外政策に関する委員会の

委員も務めていたニルス・ファールンドは，

11981年の環境白書は“環境に対する関心を

高める上で，野外生活は非常に重要なもので

ある" と明言しているJCFaarlund， 1993， 

p.167) と述べている.

3.3 ディープ・エコロジー思想と万人権

3.2節では，万人権や野外生活の慣習は，

環境政策にも積極的に位置づけられているこ

とを論じた.この点に関連して興味深いのが

デイープ・エコロジー思想のルーツの問題で

ある.ここでは，デイープ・エコロジー思想

そのものを論じることが目的ではないため詳

述は避けたいが，野外生活の伝統がエコロジ

-81-



財政と公共政策第32巻第 2号(通巻第48号)2010年 10月

一思想、を生む可能性について，手短に触れて

おきたい.

Reed and Rothenberg (1993)によると，

「デイープ・エコロジー」という用語は，ノ

ルウェーの哲学者アルネ・ネス (Arne

Dekke Eide N ass) によって造り出された.

その後，ネス自身の議論と共に，デイープ・

エコロジー思想は，非常に多様な展開をみせ，

現代の環境思想、の主要な思想の 1つとなって

いる(鬼頭， 1996). 

Nass (1973) は，エコロジー運動として

力を持つようになってきている考え方は，汚

染と資源枯渇だけを扱い，主に先進国の人々

の健康と繁栄にしか関心を持たない「シャロ

ー(浅い) ・エコロジー運動 (TheShallow 

Ecology Movement)であるとしてこれを排

し，それに対して「ディープ(深い) ・エコ

ロジー運動 (TheDeep Ecology Movement) J 
を提唱した.それは，多様性，複雑性，自治，

分権化，共生，平等主義，そして反階級差別

の原則といったより深い関心を持つものであ

る.

このネスのデイープ・エコロジーの根底に

は，ノルウェーの万人権が関係している.ネ

スは， The N orwegian Roots of Deep 

Ecologyという論文の冒頭で， Iノルウェー

には，多かれ少なかれノルウェーに固有のも

ので，世界中に高く評価されるべきものがあ

るだろうか」と問いかけ，それに対して「私

はノルウェーの伝統的な野外生活の他に何も

知らない (N田 ss，1994， p.15) Jと応じている.

さらにネスは，ノルウェーにおける野外生活

の伝統は，ノルウェーの人々の暮らしゃ文学

等にも体現されていることを述べたうえで，

ノルウェーの野外生活の伝統が，デイープ・

エコロジー思想の根底に存在することを示し

ている凶.

この野外生活の伝統を支えてきた重要な要

素として，これまでみてきた万人権が挙げら

れる.Reed and Rothenberg (1993)では，

ノルウェーで野外活動が活発な理由として，

古くから万人権が認められてきたことを指摘

している.したがって，本稿の論点にひきつ

けてまとめると，ノルウェーにおいてエコロ

ジー思想が形成・発展してきた最も根源的な

背景にはノルウェーの野外生活の伝統とそれ

を可能にしてきた万人権がある，といえる.

ιf議難治芳野むをあ箇舗苦言
ンズ，集落有地コモンズ，農家共有

地コモンズ

4.1 ノルウェーのコモンズの起源

3節では，開放型コモンズとしての万人権

について論じたが，本節では，閉鎖型コモン

ズとして国有地コモンズ，集落有地コモンズ，

農家共有地コモンズについて論じる.そこで

まず，ノルウェーの閉鎖型コモンズの起源か

ら議論を始めたい.ノルウェー閉鎖型のコモ

ンズは， Iある地域の(何人かの，または全

ての)土地所有者，またはその地域の住民が，

放牧，農耕，夏季農場の設営，木材や燃料と

いった森林資源の採取等を行う権利を有する

場所J(Sevatdal and Grimstad， 2003， p.95) 

とされている.また， Iコモンズの権利

(rights of common) に基づいて利用できる

放牧や木材伐採等の資源の量を規定するの

は，農家の必要性ではなく農場における必要

性であるJ(Berge， 1998， p.125) とされてい

る.そして，山岳地帯の閉鎖型コモンズにお

ける資源は， Iヒツジやヤギの牧草地，そし

て，野生動物の狩猟を行う場として，農業限

界地に近いこの地域の農業を可能にした」

(Berge， 2006， p.66) と述べられているよう

に，重要なものであった.本稿では，対象と

する閉鎖型コモンズを固有地コモンズ，集落

有地コモンズ，農家共有地コモンズの 3つに

限定する.

ノルウェーの閉鎖型コモンズの起源は，近

隣の集落内の農家によって共同利用されてい

る部分を除いて，広大な森林や山岳地帯が所

有の対象になる以前の時代まで遡ることがで

きる.当時，コモンズの権利は，誰もが自由

に木を伐採したり，放牧したり，狩猟や釣り

をしたりするための権利だと考えられてい

た.このような開放型コモンズに近い資源利

用が，現在の閉鎖型コモンズとしての資源利

用へと変化したのは， 18~ 19世紀にかけて
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である.当時，スウェーデン王国に併合され

ていたノルウェーでは急激に人口が増加し，

それに伴い木材や牧草といった非耕地におけ

る資源への需要は高まった.非耕地の利用を

巡る競合性が高まるにつれて，その土地の使

用が，隣接した集落の人によって支配的にお

こなわれるようになり，地域の人々の排他的

な権利という形をとりながら，資源を利用す

る資格やルール等，閉鎖型コモンズの仕組み

が徐々に発達していった (Grimstadand 

Sevatdal， 2007) . 

4.2 固有地コモンズ

次に，ノルウェーの閉鎖型コモンズの管

理・利用について，国有地コモンズ，集落有

地コモンズ，農家共有地コモンズの順に論じ

たい. 4.2節ではまず，固有地コモンズにつ

いて論じる.現在のところ，ノルウェー北部

のノルランド (Nordland)， トロムス

(Troms) ，フインマルク (Finmark)に，ど

れだけの固有地コモンズが存在するかについ

て正確な値は示されていないが，ノルランド

とトロムスに最大約 2万 krrlずつ，そして，

フィンマルクに約 3万8000krrl，あると考えら

れている.また，上記の地域および，近年，

固有地コモンズから他の形態のコモンズに転

用されていると思われるノルウェー中部のコ

モンズ以外にも， 195箇所，総面積約 2万

6600krrlの国有地コモンズが存在し，約20万

の農家が権利を持つ.したがって，ノルウェ

ーにおける固有地コモンズの面積は，合計約

10万krrlにも及び，これは，ノルウェー本土

の約1/3の面積に相当する (Sevatdaland 

Grimstad， 2003). 

固有地コモンズは，集落有地コモンズより

も非生産的な土地に存在する.それらの多く

は，森林限界線よりも高い位置に存在してい

るため，大部分が山岳地帯であり，コモンズ

としての利用においては牧草地として利用さ

れることが多い (Gundersen，2000). 2007 

年 6月27日に共著者が訪ねたリレハンメル

市北部の国有地コモンズの場合，森林限界域

にあり，羊の放牧とヒッタ用地の貸し出しが

行われていた.

開放型コモンズと閉鎖型コモンズにみる重層的資源管理

ある個人が国有地コモンズ，あるいは，集

落有地コモンズで利用権を有するには，その

コモンズが存在する地域共同体内に居住して

いることと，農地を所有していることあるい

は借地していることが条件となる.

国有地コモンズは，幾つかの異なった集団

の利害に配慮しながら運営されている.異な

った集団とは，コモンズが位置する地域の共

同体，その共同体内の農家の集団，国家，全

国民である.そして，固有地コモンズでの管

理の対象となるものは，木材や薪炭材等の森

林資源，牧草地，牧草地のある夏季農場，サ

イレージや干草，漁携，狩猟，観光やレクリ

エーションでの利用，水力発電である.

ある地域内の資源の伝統的利用に関する権

利は，ある特定の地域共同体に属している.

国有地コモンズにおける権利は， i事例ごと

に多様であり，実際の権利内容は，慣習によ

る.重要な制限の 1つは，その権利は個々の

農場における必要性を満たすためだけに行使

することができるというものである.例えば，

薪や木材に関する権利は，農業のために農場

で使用することが合理的である場合に限定さ

れるJ(Falkanger， 1998， pp.134-135). す

なわち，固有地コモンズの資源は，自給的な

利用しか認められておらず，売却することを

目的として資源を採取することは認められて

いない.ただし，固有地コモンズ内に放牧し

た動物の乳や肉を売ること等は認められてい

る.

農業に関連する利用権は，農家のために確

保されているが，他方で，狩猟や漁携等の対

象となる特定の資源については，その地域に

住んでいる人は全て同等の権利を有する.そ

して，狩猟や漁携の権利は，徐々に，ある程

度まで一般市民に移転されるようになってき

ており，現在では，国有地コモンズにおける

狩猟や漁携は，ノルウェーに居住する者であ

れば，ある一定の額を支払うことによって，

地域住民と利用料において違いはあるもの

の，誰でも行うことができる (Falkanger，

1998) . 

また，コモンズの権利を持つ農家と土地所

有者である国の関係は，次の通りである.
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「例えば，もし森林資源の産出量が，農家に

割り当てられている量を超えた場合，国が超

過分から利益を得ることができる.そして，

もし農家の権利を損なわない方法でその土地

を利用できるのであれば，国はその土地を利

用することができる.したがって，開発用地

として土地を貸し出した場合の収益は国のも

のになる.その例を 1つ挙げると，国は，農

家に何の補償もないまま，水力発電のために

滝を開発することもできるJ(Falkanger， 

1998， p.135) . 

国有地コモンズの管理組織としては，次の

3つが存在する.第 1に，国有林会社

(Statskog SF)が挙げられ，これは森林管理

や木材伐採，農業，道路整備，採石，水資源

管理(水力発電事業も含む)等を行っている.

また，このほかにも，国有地コモンズで起こ

る様々な事柄に関する監督も行っている.

第2に，山岳委員会 (Fjellstyre)が挙げ

られる.これは，主に森林限界線よりも上部

に位置するコモンズの管理を担い，狩猟，漁

携，放牧や他の自然資源利用といった国有林

会社が扱う以外のほぼ全ての問題を扱ってい

る.山岳委員会は，地方議員から選出される

ことになっているが，委員の大部分が当該地

域の共同体内に居住している者でなければな

らない.第 3に，コモンズ委員会 (allmen-

ningsstyre)が挙げられる.コモンズ委員会

は，生産的な森林についての問題を扱う.委

員は，森林に対する権利を有するものの中か

ら選ばれ，森林資源の共同利用に関する全て

の意思決定を行う.

4.3 集落有地コモンズ

固有地コモンズよりも低緯度に位置するこ

との多い集落有地コモンズは， 51箇所，総

面積約5500kIrlで，そのうち， 31%すなわち

約1700kIrlが生産的な森林である.権利を持

つ農家数は，約 1万7000にも及ぶ.集落有

地コモンズは，多くの部分が十分な現金収入

を得る可能性がある生産的な森林地帯に存在

している. (Sevatdal and Grimstad， 

2003) . 

形態が異なる資源に対しては，誰がその資

源を利用するのか等を定めた個々のルールが

存在する.例えば，コモンズに放牧できる家

畜の数は，冬の間に個人の農場で養える家畜

の数に限定されている ω ことや，木材に関す

る権利は，農場で必要な木材に限定されてい

ること等である.このように，コモンズの権

利は農場と密接な関係があり， I権利を土地

と農場から切り離して譲渡することが出来な

いJ(Berge， 2002， p.23) とされている.

集落有地コモンズは，事実上，コモンズの

利用権を有し，実際に活動している農家によ

って所有されている.したがって，もしある

農家が農家としての機能を停止した場合，コ

モンズでの利用権を失い，法律で明確に規定

されているわけではないが，所有権も失うこ

とになる.他方で，これらの権利は，農業を

再開した場合，再度取得することができる.

集落有地コモンズは，コモンズの利用者と所

有者の中から選ばれたコモンズ委員会によっ

て管理・運営が行われる.仮に，コモンズ委

員会または利用者が，法律あるいは個々のコ

モンズ内で生み出されたルールや計画に沿っ

て行動しない場合，罰金が課されたり，ある

一定期間利用する権利が剥奪されたりする.

規模の大きな集落有地コモンズは，多くの

場合，自分たちで製材所を運営している.森

林資源の利用権は，製材所を運営しているコ

モンズの場合，この製材所の割引価格で木材

を購入できることである.集落有地コモンズ

での活動による収益は，第 1に集落有地コモ

ンズの生産力を最大にし，権利者の将来の必

要性を満たすために使用されなければならな

い.また，農業大臣の認可を受けたうえで，

構成員に現金を配当することも可能である.

集落有地コモンズは，地域共同体内で雇用を

拡大し，新しい事業を促進するうえで非常に

大きな影響力を持ち，それらを支えてきた.

また，多くの集落有地コモンズが集会場の建

設，電力供給事業等の地域福祉事業を展開し

ており，それらは，集落有地コモンズの権利

保有者の範囲を超える人々に便益をもたらし

ている.
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4.4 農家共有地コモンズ

農家共有地コモンズは，それとして登記さ

れていないので，箇所数，総面積，権利保有

者数についての数値を得ることはできない.

しかし，その面積や権利保有者数は，上述し

た 2つのタイプのコモンズの面積や権利保有

者数を足し合わせたものよりも大きくなると

考えられている.また，農家共有地コモンズ

という土地所有形態は「ノルウェー南部の山

岳地帯では，支配的な所有形態である」

(Sevatdal， 1998， p.152) . 
コモンズの利用権を有するための条件は，

開放型コモンズと閉鎖型コモンズにみる重層的資源管理

国有地コモンズあるいは集落有地コモンズで

は，地域内に居住し農地を所有あるいは借用

していることであったが，農家共有地コモン

ズの場合，この条件は異なったものになる.

農家共有地コモンズでは，コモンズの利用権

は，持分権と直結している.この違いは，地

域から転出し，その地域に残された住居や農

地を利用しなくなった場合を想定すると，よ

りわかりやすい.国有地コモンズや集落有地

コモンズに利用権を持っていた者は，転出と

同時に権利を失う.一方，農家共有地コモン

ズ、に利用権を持っていた者は，彼が転出して，

表 2 固有地コモンズ，集落有地コモンズ，農家共有地コモンズの管理運営

国有地コモンズ 集落有地コモンズ 農家共有地コモンズ

7%が生産的な森林。 31%が生産的な森林。
大部分が森林限界線付

土地の状態
も残上りは部、の森山林岳限地界帯線より 残りは、森林限界線より

も上部の山岳地帯
近

面積/コモンズの数 26，622kni/195 5，500kni/51 資料なし/資料なし
権利を保有する農家数 約20.000 約17，000 50.000以上資料なし
土地所有者 国 農業集落 特定の農家の集団

資
牧草地、夏季農場、耕

農場での必要に応じて 農場での必要に応じて
地

源
農場での必要に応じて

J、、
木材

農場での必要に応じて
余剰は売却し，収益を

の 余剰は国へ
分配

権利保有者の持分権に
ア 応じて
ク 水力発電からの収入 国 農家

セ 地域共同体の全住民/

ス 狩猟.~魚、携 全国民(利用料での差 地域共同体の全住民
別化)

商業的木材伐採、水
力発電、国立公園、環 国有林会社

#回毎
境問題等全般的な事 (Statskog SF) 

持分権に応じた権利保項に関する意思決定 地域から選出されたコ
理 狩猟、漁携、放牧、観 地域から選出された山 モンズ委員会

有者の多数派，および
主 光に関する問題 岳委員会(Fjellstyre) (allmenningsstyre) 

選出された委員会，士
体 地整理委員会

自給的な木材伐採等
地域から選出されたコ
モンズ委員会

の問題
(allmenningsstyre) 

主な利用形態 個人的利用
集合的利用

個人的利用
(製材所の運営等)

権利は売却することが
持分権は，農地と共に

できない.コモンズは分
権利の譲渡・移転 割することができず，権 国有地コモンズと同様

のみ売却でき，分割は

利は農地から分離する
土地整理委員会によっ

ことができない.
て千子うことができる.

注) 国有地コモンズの面積には，ノルランド，トロムス，そして，フィンマルク，および，近年，国有地コ
モンズから他の形態のコモンズに転用されていると思われるノルウェー中部のコモンズ、を含めない.

出所) Sevatdal(1998)， Sevatdal and Grimstad(2003)を基に著者作成.
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どこに住んで，何をしていても，持分権が消

滅することはない.農家共有地コモンズでの

持分権は，共同体内に居住していることや農

業を行っていることとは無関係に維持され

る.

農家共有地コモンズは，大部分が針葉樹の

森林限界線の近辺の高山地帯にみられ，主に

夏季の放牧等に用いられている.これらの場

所では，経済的な利益の対象となるのは，狩

猟，漁携，および，レジャー用のヒッタの開

発等である.農家共有地コモンズを管理運営

している組織に関する資料は公式なものや明

文化されたものが少なく，実態についてはあ

まり知られていないが，それぞれのコモンズ

が独自の方法で運営されていると考えられて

いる (Sevatdaland Grimstad， 2003). 

最後に，こうした閉鎖型コモンズにおける

資源利用は，景観や生物多様性の保全といっ

た面からも重要な役割を果たしていることを

指摘しておきたい.例えば，牧草地としての

利用は，半自然草原を形成し，生物多様性の

高い空間を生み出している.ノルウェーの半

自然草原は，ヨーロッパでも希少となりつつ

ある草原性の種の避難場所としての役割を果

たしている.さらに，こうした半自然草地は，

農業による利用がなければ，選移によって森

林化が進むので，生物多様性が低下しより均

質性の高い環境が出現する.したがって，

Olsson， Austheim and Grenne (2000)は，

半自然草原や生物多様性の保全は，放牧等の

農業活動維持の問題と結びつけて考えなけれ

ばならず，さらには，そうした農業のあり方

は，持続可能な農産物生産にも結びつくこと

を指摘している.

官言葉奇麗踊局面ざ品;
自然資源-

以上で，ノルウェーにおける開放型コモン

ズとしての万人権と閉鎖型コモンズとしての

3つの形態のコモンズについて，重層的な自

然資源の管理・利用という点に着目して，制

度的特徴について述べてきた.そこからは，

公有，共有，私有という土地所有形態が存在

する社会において，その土地所有権が完全に

排他的な所有権ではなく，土地所有権のうえ

に閉鎖型コモンズとしての様々なコモンズの

権利，さらに，開放型コモンズとしての万人

権が重層的に積み重なっていることが確認で

きた.

この重層性について，固有地コモンズを基

に整理したい 1ペ表3に示される通り，国有

地コモンズにおいては国が土地所有者である

が，国が排他独占的にその土地を利用するの

ではなく，対象となる土地を土地所有者以外

の様々な主体が，資源の特性に応じて重層的

に利用するための制度であることが分かる.

これを各土地利用形態ごとにみていくと，ま

ず水力発電や観光施設の運営は，国が国有林

会社を通じて行っている.

木材伐採では，商業的木材伐採については

国が国有林会社を通じて行っているが，建築

資材や燃料として農業で自給的に利用する木

材については，閉鎖型コモンズとして，地域

内の農家すなわち閉鎖型コモンズの構成員の

みに利用する権利が認められている.また，

放牧についても，閉鎖型コモンズの構成員だ

けにその権利が認められている.このように，

利用における競合性が比較的高い資源に関し

ては，構成員の資格が明確な閉鎖型コモンズ

という形態での利用が行われてきた.すなわ

ち，排他的なメンバーシップによってコモン

ズを「閉じる」ことで，資源の過剰利用を回

避してきたのである.

Ostrom (1990) は，コモンズとしての資

源利用は必然的に過剰利用という悲劇をもた

らすという「コモンズの悲劇 (Hardin，1968) J 
論に対する反論を提示し，世界各地の事例研

究から長期存立型コモンズの設計原則を導き

出した.その設計原則の第一番目は，誰がそ

の資源を利用することができるかというメン

バーシップの明確化，言い換えれば，メンバ

ー以外の利用を排除するためにコモンズを

「閉じるJこと，の重要性を指摘するもので

ある.この点において，ノルウェーの閉鎖型

コモンズにおける資源の過剰利用を回避する

仕組みは，世界的に展開されているコモンズ

の議論とも合致する.
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表 3 国有地コモンズにみる土地利用の重層的構造

お謂主f国
地域内 地域 一般
の農家 住民 公衆

土地所有 。
水力発電開発・ 。
土地の貸し出し等※

木材伐採
。 。

(商業) (自給用)

放牧 。
狩猟・漁携 。 。ム※※

野外生活(通行、滞在、 。 。。
ペリー・キノコ類の採取等)

注)※土地の貸し出しにはヒッタのための貸し出しを含む.※※狩猟・
漁携は一般公衆に解放されつつあるが，利用料金において，地域住
民との差別化が図られている.

備考)3節および4節の議論に基づいて著者作成.

他方，狩猟や漁携のための固有地コモンズ

の利用は，閉鎖型コモンズの構成員だけでな

く，地域住民全般にも認められている.なお，

閉鎖型コモンズの構成員の資格は，地域に居

住し農地を所有または使用する者，であるか

ら，地域住民との違いはこの農地を所有また

は使用しているかどうかにある.閉鎖型コモ

ンズの権利が農場で農業を営む上で必、要とな

る資源のために認められているものであるこ

とを考えると，実際の必要性を反映した区別

であるといえる.また，狩猟や漁携は，地域

住民だけでなく，料金徴収やその他の手段に

よってより限定された形で，ノルウェーの一

般国民に認められている.すなわち，閉鎖型

コモンズと開放型コモンズの中間に位置する

利用形態である.

さらに，固有地コモンズとして管理・利用

されている土地を，野外生活の対象地として

みた場合，例えば，徒歩や自転車による通行，

自生しているキノコやベリーの採取等を行う

場合には，閉鎖型コモンズの構成員や地域住

民に利用を限定せず，開放型コモンズとして

万人にその権利を認めてきた.なお，万人権

は，固有地だけでなく，共有地や私有地にお

いても，野外生活法上の非耕地である限り認

められているという点をここで再度確認して

おきたい.すなわち，競合が発生しにくい自

然資源の利用に対しては，完全に排他的な土

地所有権ではなく，公有地，共有地，私有地

を万人に「開くJことによって，多様な人と

自然の関わりを可能にする開放型コモンズの

制度が存在する.

日本では，林政学者の井上真らがコモンズ

を「開く」ことの重要性を指摘している(井

上， 2001). イギリスにおけるコモンズのオ

ープン・スペース化や地元住民に利用されな

くなった入会林野を都市住民のレクリエーシ

ョンやボランティア活動の場とする日本での

取り組みがコモンズを開くことの具体的事例

である.井上の議論では，コモンズを外部の

人々に聞き「“ウチとソト"の垣根を低くし，

“ウチとソト"の入れ子構造を解体する(井

上， 2004， p.146) J協治の理念が主張され

る.

ノルウェーの万人権と固有地コモンズ，集

落有地コモンズ，農家共有地コモンズにみる

資源利用の仕組みでは，単に外部の人々に

「開く Jのではなく，他方で完全に排他的に
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「閉じる」のでもなく，一つの土地において

も開放型コモンズと閉鎖型コモンズが並存し

ている.競合性の高い資源利用については，

明確なメンバーシップを備えた閉鎖型コモン

ズとして管理することによって資源の過剰利

用を回避し，他方で，競合性の低い資源利用

については，万人権を設定し開放型コモンズ

として管理することによって一般の人々の利

用を可能にし，多様な人と自然の関係性を支

えている.こうした開放型コモンズと閉鎖型

コモンズが重層的に重なり合う資源利用の仕

組みは，コモンズ論における「閉じる」と

「開く」をめぐる議論にも示唆を与えるであ

ろう.

一方で，ノルウェーでは，コモンズや万人

権をめぐり何ら問題が発生していないわけで

はない.例えば，国立公園に指定された地域

や都市住民によるレクリエーション利用が増

大している地域においては，そこを農業に利

用している人々との聞で対立が発生している

事例や，レクリエーションへの要求とヒッタ

の所有者のプライバシーとが対立している事

例もある 15) このような事例の分析を通じて，

ノルウェーにおけるコモンズの重層性につい

てのより踏み込んだ実態を解明することは，

今後の課題としたい.

本稿で検討してきたノルウェーにおける自

然資源の重層的な利用制度について，日本へ

の示唆を導出することは，今後の課題として

残されている.ただし，ノルウェーの万人権

やコモンズを基に日本の資源管理を検討する

際には，その歴史的背景，自然・地理的背景

の違いに十分に注意しなければならない.し

かし，そのような点に十分注意を払うならば，

かつて日本にもみられた多様な人と自然の関

わりについて lペその意義を再考し，それを

日本の現代社会に適応する形で再構築しよう

とした場合，ノルウェーの重層的な自然資源

管理のあり方は，重要な示唆を与えると考え

られる.

(謝辞)

本研究の現地調査では，文部科学省科学研

究費補助金・特定領域研究『持続可能な発展

の重層的環境ガバナンスj(研究代表者:植

田和弘)の下での共同研究プロジェクト

I (A03) グローバル時代のローカル・コモン

ズの管理」から助成を受けた.また，現地で

はSveinLarsen氏にStatskogについての聞

き取り調査，および，リレハンメル近郊の固

有地コモンズの現地調査で大変お世話になっ

た.また，ノルウェー環境省顧問の Gante

Voight HanssenおよびElisabethHarbo-

Lervikのお二人から，オスロにて同国の万

人権に関して貴重なお話をいただくとともに

多くの文献を提供していただいた.本研究を

まとめるにあたり，小森宏美氏(京都大学地

域研究統合情報センター)，粛藤暖生氏(東

京大学大学院農学生命科学研究科)からは大

変貴重なご指摘・ご助言を頂いた.本研究を

進めるうえでお世話になった方々に，この場

を借りて深くお礼申し上げる.

(注)

1 )メンバーシップという点に注目して日本の入

会制度を論じたものとしては，嶋田 (2008)

を参照.

2 )ここで，全てのコモンズが閉鎖型コモンズと

開放型コモンズに明確に分類できるわけでは

ないことを断っておきたい.例えば，形式的

には厳格なメンバーシップとルールを備えて

いるものの，実際の資源管理においてはメン

バー以外の利用を黙認している場合のように，

実際のコモンズは，閉鎖型コモンズと開放型

コモンズの中間に，程度の差を持ちつつ位置

づけられるものと考えられる.

3) Allemannsrettとは，全ての (alle)人の

(mann)権利 (rett)であり，本稿ではこれ

を万人権と訳す.

4) bydgeは， parishまたはcommunityと英訳さ

れるものであり，本稿では集落という訳語を

当てる.

5) Falkanger (1998) は，ノルウェーのコモン

ズを議論する際，国有地コモンズと集落有地

コモンズを取り上げており，農家共有地コモ

ンズについては取り上げていない.本稿で農

家共有地コモンズと訳すrealsameieには，ノ

ルウェー語でコモンズに該当する allmening
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という表現が含まれていないことからも，論

者によって議論が分かれるところである.他

方で， Sevatdal (1998)， Berge (2002)， 

Sevatdal and Grimstad (2003)，および

Grimstad and Sevatdal (2007)は，農家共有

地コモンズをコモンズに含めて類型化してい

る.詳細は4.4節で述べるが， realsameieと

いう言葉自体には共同所有地という意味が含

まれる.農家共有地コモンズは，本稿でのコ

モンズの定義に合致するため，本稿では上記

の3つを対象にコモンズの議論を行う.

6 )ノルウェーにはこのほかにもサーメ人のトナ

カイ放牧コモンズがあり，先住民の資源利用

や生活が拡大しつつある産業によって脅かさ

れる，という世界各国でみられる重要な問題

を内包している (Jentoft，1998). しかし，本

稿の主な論点とは異なった性格を持つので，

ここでは議論を展開せず，別の機会に改めて

キ食言すしたい.

7 )北欧の万人権に関する比較的まとまった研究

として，阿部 (1979a，b， c)，石渡 (1995)， 

および嶋田・粛藤・三俣 (2010)が存在する.

8)他の北欧諸国，スウェーデン，フィンランド，

デンマーク，アイスランドにも類似の権利が

存在する(石渡， 1995). 

9 )本稿でペリー (berry) という場合，植物学的

な用法ではなく，通俗的用法のものを指す.

すなわち，本稿でのベリーには，クランベリ

ー，ブルーペリーだけでなく，ブラックベリ

ーやラズベリー等も含む.

10) ヒッタ (hytte) とは， I別荘として使われる

小さな家」を意味するノルウェー語で，主に

富裕層が所有している日本の別荘とは異なり，

比較的多くのノルウェー人が所有している.

11) ただし，地面が凍結もしくは雪で覆われてい

たとしても， 4月30日から 10月14日までの

間は，このような権利は認められない.

12)デイープ・エコロジーのルーツをノルウェー

の野外生活に見出そうとする研究は，ネス自

身によるもの以外に， Reed and Rothenberg 

(1993)及ぴ尾崎 (2006)等がある.

13) このような限定はノルウェーのコモンズに回

有のものではない.イングランドの入会権の

一つにcommonappendant (耕地付随自由保

開放型コモンズと閉鎖型コモンズにみる重層的資源管理

有入会権)があるが，これにはlevantand 

couchant (起臥の準則)が伴うことが普通で

ある.これは，ある土地に放牧してよい家畜

の数をその家畜が冬を越せる範囲に限定する

ものである(室田・三俣， 2004， p. 107). 

14) ここでは，国有地コモンズのみを取り上げた

が，ここで明らかになった重層性が集落有地

コモンズや農家共有地コモンズにおいてどの

程度見られるのか，あるいは違った形での重

層性が存在するならばそれはどのようなもの

か，を個々に詳細に検討することは今後の課

題である.

15) ノルウェ一政府環境省において，同省のアド

バイザーを務める GanteVoight Hanssen氏

とElisabethHarbo・Lervik氏に対して行った

聞き取り調査 (2007年6月29日)による.

16)例えば，林野においては，コモンズとして管

理される入会林野(三俣・森元・室田編，

2008) ，万人権に近い形で行われる山菜・キノ

コ採りの慣行(粛藤， 2005 ;粛藤， 2006)等

多様な資源の利用形態が存在し，一部は近代

化とともに衰退したものの，一部は現在も形

を変えて存続している.また，海浜において

も，万人がこれを様々な形で利用する権利を

持っとする運動が入浜権という言葉を用いて

1970年代から展開された(田中， 1976;高

崎・木原編， 1976). 
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